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クロスマージン制度の利用者の拡大等に伴う

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等の一部改正について

Ⅰ．改正趣旨

当社の金利スワップ取引清算業務において、金利スワップ取引と国債証券先物取引を対

象としたクロスマージン制度の利用者をアフィリエイト（清算参加者と同一企業集団に属

する者をいう。）以外の清算委託者（以下「クライアント」という。）まで拡大すること及

び複数の新規取引を任意に組み合わせることでリスク相殺される取引群（以下「パッケー

ジ取引」という。）を一括して債務負担処理する機能の導入による利用者の必要担保の効率

化、並びに取引毎コンプレッション等の成立要件の変更による清算参加者等の利便性の向

上を図るとともに、破綻処理の実務に沿って清算基金算出時の担保超過リスク額の取扱い

を変更するため、金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等について別紙１のとお

り、証券取引等清算業務に関する業務方法書等について別紙２のとおり、所要の改正を行

う。

Ⅱ．改正概要 （備  考）

１．金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等

（１）クロスマージン制度の利用者の拡大

①クロスマージン制度の利用者の拡大

・金利スワップ取引と国債証券先物取引を対象としたクロスマージ

ン制度について、クライアントの利用を可能とする。

②清算参加者破綻時のクライアントのポジション移管制度の導入

・クロスマージンの申請又は承諾を行う清算参加者が破綻した場合、

クライアントが、他の清算参加者とあらかじめ合意したうえで、

金利スワップ取引に係るポジション移管及びクロスマージンの対

象としていた国債証券先物取引に係るポジション移管（以下「国

債先物承継」という。）を行うことを可能とする。

③国債先物バックアップ受託者の指定

・クライアントは、国債先物承継を行う先として、他の国債先物等

清算参加者をあらかじめ指定することができる。

･ 金利スワップ取引清算

業務に関する業務方法

書（以下「ＩＲＳ業務方

法書」という。）第２条

第１項第１３号の８等

･ ＩＲＳ業務方法書第９

４条の２、第９４条の３

等

･ ＩＲＳ業務方法書第４

５の３等

（２）パッケージ取引機能の導入

・債務負担処理機能に関して、必要担保の効率化を図るべく、パッ

ケージ取引について一括して債務負担処理を実施する機能を導入

する。

･ 金利スワップ取引清算

業務に関する業務方法

書の取扱い（以下「ＩＲ

Ｓ業務方法書の取扱い」

という。）第２８条等
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（３）取引毎コンプレッション等の成立要件の変更

・取引毎コンプレッション及びクーポン・ブレンディング（以下「取

引毎コンプレッション等」という。）の申込みが行われた清算約定

について、アップフロント・フィーの決済が完了していない場合

であっても、申込み当日に所定の経済条件等が合致する他の清算

約定が同一口座にあるときは、取引毎コンプレッション等を実施

する。

･ ＩＲＳ業務方法書の取

扱い第３０条及び第３

０条の２

（４）清算基金算出時の担保超過リスク額の取扱い

・清算基金算出時の担保超過リスク額（清算基金に係るストレスシ

ナリオによって算出したストレス時リスク相当額から当初証拠金

所要額を差し引いた額）について、自己取引口座に係る担保超過

リスク額がマイナスとなる場合は、当該マイナスに相当する額を

同一清算参加者における委託取引口座に係る担保超過リスク額か

ら差し引くこととする。

･ 金利スワップ清算基金

所要額に関する規則別

表第２項

（５）その他

・その他、所要の改正を行う。

２．証券取引等清算業務に関する業務方法書

（１）国債先物承継の実施

・クロスマージン対象国債先物清算約定に係る債権債務が消滅する

場合の処理として、ＩＲＳ業務方法書に定める国債先物承継を行

うことを可能とする。

･ 業務方法書第７３条の

１５の４第２項

（２）国債先物承継等に関する金利スワップ取引業務方法書の適用等

・クロスマージン利用者による国債先物承継は、ＩＲＳ業務方法書

において定めるところによるものとする。

・クロスマージン利用者による国債先物バックアップ受託者の指定

は、ＩＲＳ業務方法書において定めるところによるものとする。

･ 業務方法書第７３条の

１５の５第 1項

･ 業務方法書第７３条の

１５の５第２項

Ⅲ．施行日

  ２０１７年１月３０日から施行する。ただし、清算約定に係る当社と清算参加者の間の
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決済を行うために必要な当社が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを

得ない事由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、

２０１７年１月３０日以後の当社が定める日から施行する。

以   上
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡ定義集において使用される用語の

例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡ定義集において使用される用語の

例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）～（１３）の７ （略） 

（１３）の８ 「クロスマージン利用者」とは、

清算参加者又は清算委託者のうち、次のａか

らｄまでのいずれかに該当し、かつ、自らの

計算による国債証券先物取引の建玉について

クロスマージン制度を利用する者であって、

当社に対して第８４条の２に規定する届出が

行われた者をいう。 

 

ａ 国債先物等清算参加者 

ｂ 国債先物等清算参加者に対して国債証券

先物取引を委託した顧客 

 

ｃ 国債先物等非清算参加者 

 

 

 

 

ｄ 国債先物等非清算参加者に対して国債証

券先物取引を委託した顧客 

 

 

 

 

（１４）～（１５）の２ （略） 

（１５）の３ 「国債先物承継」とは、第９４

（１）～（１３）の７ （略） 

（１３）の８ 「クロスマージン利用者」とは、

清算参加者又は清算委託者（受託清算参加者

と同一の企業集団に含まれる者に限る。）の

うち、次のａからｄまでのいずれかに該当し、

かつ、自らの計算による国債証券先物取引の

建玉についてクロスマージン制度を利用する

者であって、当社に対して第８４条の２に規

定する届出が行われた者をいう。 

ａ 国債先物等清算参加者 

ｂ 自らと同一の企業集団に含まれる国債先

物等清算参加者に対して国債証券先物取引

を委託した顧客 

ｃ 国債先物等非清算参加者（有価証券等清

算取次ぎの委託をした国債証券先物取引の

決済が、自らと同一の企業集団に含まれる

国債先物等清算参加者によって行われる者

に限る。） 

ｄ 自らと同一の企業集団に含まれる国債先

物等非清算参加者に対して国債証券先物取

引を委託した顧客（委託をした国債証券先

物取引の決済が、自らと同一の企業集団に

含まれる国債先物等清算参加者によって行

われる者に限る。） 

（１４）～（１５）の２ （略） 

（新設） 
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条の３の規定により、当社、国債先物等清算

参加者及びクロスマージン利用者のうち第１

３号の８ｂからｄまでに掲げる者（同号ｄに

掲げる者については、その国債証券先物取引

の委託先である国債先物等非清算参加者を含

む。）の間で国債先物清算約定等に係る権利

義務（国債先物清算約定、国債証券先物取引

に係る有価証券等清算取次ぎの委託及び国債

証券先物取引の委託に係る権利義務をいう。

以下同じ。）を新たに発生させるとともに、

それに伴う金銭の授受及び権利義務の処理を

行うことをいう。 

（１５）の４ 「国債先物承継清算参加者」と

は、国債先物承継により発生する権利義務の

当事者となる国債先物等清算参加者をいう。 

（１５）の５ （略） 

（１５）の６ （略） 

（１５）の７ （略） 

（１５）の８ 「国債先物バックアップ受託者」

とは、第８４条の５第１項の規定により債権

債務が成立した場合に、国債先物清算約定等

に係る権利義務につき国債先物承継を行う先

として、第４５条の３に定めるところにより

あらかじめクロスマージン利用者から指定を

受けている国債先物等清算参加者をいう。 

（１５）の９ （略） 

（１６）～（２４） （略） 

（２４）の２ 「承継」とは、第５３条の４第

４項の規定により、当社及び清算参加者の間

で清算約定（自己分）に係る権利義務を新た

に発生させるとともに、それに伴う金銭の授

受及び権利義務の処理を行うこと又は第５８

条の３第４項、第９４条第６項若しくは第９

４条の２第２項の規定により、当社、清算参

加者及び清算委託者の間で清算約定（委託分）

及び清算委託取引に係る権利義務を新たに発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（１５）の５ （略） 

（１５）の３ （略） 

（１５）の４ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（１５）の６ （略） 

（１６）～（２４） （略） 

（２４）の２ 「承継」とは、第５３条の４第

４項の規定により、当社及び承継清算参加者

の間で清算約定（自己分）に係る権利義務を

新たに発生させるとともに、それに伴う金銭

の授受及び権利義務の処理を行うこと又は第

５８条の３第４項若しくは第９４条第６項の

規定により、当社、承継清算参加者及び清算

委託者の間で清算約定（委託分）及び清算委

託取引に係る権利義務を新たに発生させると
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生させるとともに、それに伴う金銭の授受及

び権利義務の処理を行うことをいう。 

（２４）の３～（７３） （略） 

ともに、それに伴う金銭の授受及び権利義務

の処理を行うことをいう。 

（２４）の３～（７３） （略） 

２・３ （略）  ２・３ （略）  

  

（信用状況に応じた清算参加者に対する当初証拠

金の割増措置） 

（信用状況に応じた清算参加者に対する当初証拠

金の割増措置） 

第３２条 （略） 第３２条 （略） 

２ 前項の規定は清算約定（委託分）に係る当初

証拠金所要額について準用する。この場合にお

いて、当初証拠金所要額の引上げの措置は、清

算委託者がバックアップ受託者を指定している

とき（清算委託者がクロスマージン利用者であ

る場合には、当該清算委託者がバックアップ受

託者及び国債先物バックアップ受託者を指定し

ているとき）には、当該清算委託者の清算約定

（委託分）に係る当初証拠金について、対象と

しないこととする。ただし、当該バックアップ

受託者（清算委託者が複数のバックアップ受託

者を指定しているときには、当該バックアップ

受託者のすべて）が前項の規定による当初証拠

金所要額の引上げの措置を受けている場合は、

この限りでない。 

２ 前項の規定は清算約定（委託分）に係る当初

証拠金所要額について準用する。この場合にお

いて、当初証拠金所要額の引上げの措置は、清

算委託者がバックアップ受託者を指定している

ときには、当該清算委託者の清算約定（委託分）

に係る当初証拠金について、対象としないこと

とする。ただし、当該バックアップ受託者（清

算委託者が複数のバックアップ受託者を指定し

ているときには、当該バックアップ受託者のす

べて）が前項の規定による当初証拠金所要額の

引上げの措置を受けている場合は、この限りで

ない。 

  

（バックアップ受託者の指定等） （バックアップ受託者の指定等） 

第４５条の２ （略） 第４５条の２ （略） 

２ 前項の指定（以下「バックアップ受託者の指

定」という。）を行おうとする清算委託者及び

当該バックアップ受託者の指定を受けようとす

る受託清算参加者は、当該清算委託者に対し現

に有価証券等清算取次ぎを行っている受託清算

参加者について破綻等が認定された場合に、第

９４条又は第９４条の２の規定に基づき当該清

算委託者の計算により成立している清算約定

（委託分）及び清算委託取引の全部又は一部に

対応する権利義務を一括して当該他の受託清算

２ 前項の指定（以下「バックアップ受託者の指

定」という。）を行おうとする清算委託者及び

当該バックアップ受託者の指定を受けようとす

る受託清算参加者は、当該清算委託者に対し現

に有価証券等清算取次ぎを行っている受託清算

参加者について破綻等が認定された場合に、第

９４条の規定に基づき当該清算委託者の計算に

より成立している清算約定（委託分）及び清算

委託取引の全部又は一部に対応する権利義務を

一括して当該他の受託清算参加者に承継させる
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参加者に承継させることについて、あらかじめ

合意するものとする。 

ことについて、あらかじめ合意するものとする。 

３～６ （略）  ３～６ （略） 

  

（国債先物バックアップ受託者の指定等）  

第４５条の３ クロスマージン利用者のうち第２

条第１項第１３号の８ｂからｄまでに掲げる者

は、第８４条の５第１項の規定により債権債務

が成立した場合において、国債先物清算約定等

に係る権利義務につき円滑に他の一又は二以上

の国債先物等清算参加者に国債先物承継を行う

目的で、あらかじめ他の国債先物等清算参加者

を国債先物バックアップ受託者として指定する

ことができる。 

（新設） 

２ 前項の指定（以下「国債先物バックアップ受

託者の指定」という。）を行おうとする場合に

は、クロスマージン利用者（当該クロスマージ

ン利用者が国債証券先物取引を国債先物等非清

算参加者に委託している場合には、当該国債先

物等非清算参加者を含む。以下第４項から第６

項までにおいて同じ。）及び当該国債先物バッ

クアップ受託者の指定を受けようとする国債先

物等清算参加者は、第８４条の５第１項の規定

により債権債務が成立した場合に、第９４条の

３の規定に基づき当該国債先物清算約定等に係

る権利義務の全部又は一部につき一括して当該

他の国債先物等清算参加者に国債先物承継を行

うことについて、あらかじめ合意するものとす

る。 

 

３ 第１項に規定する国債先物バックアップ受託

者の指定に係る届出は、当該指定を行おうとす

るクロスマージン利用者がクロスマージン承諾

者を通じて、当社所定の届出書に当社が必要と

認める書類を添付して、当社に対して提出する

ことで行うものとする。 

 

４ 国債先物バックアップ受託者は、クロスマー  
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ジン利用者との国債先物承継に係る合意に関

し、クロスマージン承諾者を通じて、当社の定

めるところにより当社に対して報告するものと

する。 

５ 第１項の規定により指定を行った場合には、

クロスマージン利用者及び国債先物バックアッ

プ受託者は、第８４条の５第１項の規定により

債権債務が成立した場合に、クロスマージン利

用者と国債先物バックアップ受託者が合意する

ところに従い、円滑に国債先物清算約定等に係

る権利義務につき国債先物承継を行うことが可

能となるよう、当社の定めるところにより事前

の体制整備に努めるものとする。 

 

６ 国債先物バックアップ受託者の指定を取り消

そうとする国債先物バックアップ受託者は、当

該指定の取消しについて当該指定を行ったクロ

スマージン利用者と合意のうえ、クロスマージ

ン承諾者を通じて、当社所定の申請書を当社に

対して届け出るものとする。 

 

  

（クロスマージン制度利用の届出） （クロスマージン制度利用の届出） 

第８４条の２ 清算参加者は、当該清算参加者又

は清算委託者がクロスマージン制度を利用しよ

うとする場合には、あらかじめ当社が定めると

ころにより、当社に届け出なければならない。 

第８４条の２ 清算参加者は、当該清算参加者又

は清算委託者（当該清算参加者と同一の企業集

団に含まれる者に限る。）がクロスマージン制

度を利用しようとする場合には、あらかじめ当

社が定めるところにより、当社に届け出なけれ

ばならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（クロスマージン処分取引の実施） （クロスマージン処分取引の実施） 

第９３条の２ 当社は、第８４条の５第１項の規

定により債権債務が成立した場合には、金利ス

ワップ破綻管理委員会の助言に基づき、同条に

規定するクロスマージン対象国債先物清算約定

について、証券取引等業務方法書第７３条の１５

の４第２項に規定する転売又は買戻しその他必

第９３条の２ 当社は、第８４条の５第１項の規

定により債権債務が成立した場合には、金利ス

ワップ破綻管理委員会の助言に基づき、同条に

規定するクロスマージン対象国債先物清算約定

について、証券取引等業務方法書第７３条の１５

の４第２項に規定する転売又は買戻しその他必
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要と認める整理を任意の国債先物等清算参加者

をして行わせることができる。 

要と認める整理を任意の国債先物等清算参加者

をして行わせるものとする。 

２～７ （略） ２～７ （略） 

  

（受託清算参加者破綻時における清算約定（委託

分）等の承継） 

（受託清算参加者破綻時における清算約定（委託

分）等の承継） 

第９４条 清算委託者（当社が規則で定める清算

委託者のうち、清算受託契約に規定する期限の

利益喪失事由が発生していない者に限る。以下

本条及び次条において同じ。）は、第９１条の

規定により当該清算委託者の計算により成立し

た清算約定（委託分）が終了した場合には、当

社が規則で定める期間内に限り、承継清算参加

者を経由して当社に当社所定の承継申込書を交

付することにより、当該清算約定（委託分）に

対応する次に掲げる権利義務を一括して一又は

二以上の承継清算参加者に承継させることがで

きる。 

第９４条 清算委託者（当社が規則で定める清算

委託者のうち、清算受託契約に規定する期限の

利益喪失事由が発生していない者に限る。以下、

本条において同じ。）は、第９１条の規定によ

り当該清算委託者の計算により成立した清算約

定（委託分）が終了した場合には、当社が規則

で定める期間内に限り、承継清算参加者を経由

して当社に当社所定の承継申込書を交付するこ

とにより、当該清算約定（委託分）に対応する

次に掲げる権利義務を一括して一又は二以上の

承継清算参加者に承継させることができる。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

  

（クロスマージン承諾者破綻時における清算約定

（委託分）等の承継） 

 

第９４条の２ 前条の規定にかかわらず、清算委

託者は、クロスマージン承諾者の破綻等により

第８４条の５第１項に規定する債権債務が成立

した場合には、当社が規則で定める期間内に限

り、承継清算参加者を経由して当社に当社所定

の承継申込書を交付することにより、清算約定

（委託分）に対応する次に掲げる権利義務を一

括して一又は二以上の承継清算参加者に承継さ

せることができる。 

（１） クロスマージン承諾者及び当社の間の

当該清算約定（委託分）に係る権利義務（第

８４条の５第１項の規定により債権債務が成

立する直前のもの）と当社が規則で定める条

（新設） 
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件が同一となる権利義務 

（２） クロスマージン承諾者及び当該清算委

託者の間の清算委託取引に係る権利義務（第

８４条の５第１項の規定により債権債務が成

立する直前のもの）と当社が規則で定める条

件が同一となる権利義務 

２ 前条第２項から第８項までの規定は、前項に

規定する清算約定（委託分）及び清算委託取引

に係る権利義務（「清算約定（委託分）等」と

いう。以下本条及び次条において同じ。）の承

継について準用する。この場合において、同条

第５項中「当該承継の申込みが行われた日にお

いて」とあるのは「当該承継の申込みが行われ

た日の午後４時において」と、「当該日の翌当

社営業日の午前１１時までに」とあるのは「当

該日の午後４時までに」と読み替えるものとす

る。 

 

３ 前２項に規定するクロスマージン利用者によ

る清算約定（委託分）等の承継は、クロスマー

ジン利用者が国債先物承継清算参加者（当該ク

ロスマージン利用者が国債証券先物取引を国債

先物等非清算参加者に委託している場合には、

当該国債先物等非清算参加者を含む。）との間

で国債先物承継を行うことについて合意し、国

債先物承継清算参加者を経由して当社所定の国

債先物承継申込書を当社に届け出ていることを

条件に行うことができる。 

 

  

（クロスマージン承諾者破綻時等における国債先

物清算約定等に係る権利義務の国債先物承継） 

 

第９４条の３ クロスマージン利用者のうち第２

条第１項第１３号の８ｂからｄまでに掲げる者

は、第８４条の５第１項の規定により債権債務

が成立した場合（当該クロスマージン利用者が、

指定市場開設者が定める先物・オプション取引

口座設定約諾書若しくはクロスマージン申請者

（新設） 
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との間で締結した国債先物等清算受託契約書の

定めるところにより、当然に期限の利益を喪失

したとき又は指定市場開設者から支払不能若し

くは支払不能となるおそれがあると認められた

ことにより市場デリバティブ取引の有価証券等

清算取次ぎの委託の停止の処置を受けたときを

除く。）には、当社が規則で定める期間内に限

り、国債先物承継清算参加者を経由して当社に

当社所定の国債先物承継申込書を交付すること

により、当該債権債務及び同条第２項に規定す

る法律関係に対応する次に掲げる権利義務につ

き一括して国債先物承継清算参加者に国債先物

承継を行うことができる。 

（１） クロスマージン承諾者及び当社の間の

第８４条の５第１項に規定する債権債務（同

項の規定により当該債権債務が成立した時点

のもの）と当社が規則で定める条件が同一と

なる権利義務 

（２） クロスマージン承諾者及び清算委託者

の間の第８４条の５第２項に規定する法律関

係（同条第１項の規定により債権債務が成立

した時点のもの）と当社が規則で定める条件

が同一となる権利義務 

２ クロスマージン利用者は、前項の規定により

当社に対して同項の権利義務につき国債先物承

継の申込みをする場合には、あらかじめ、国債

先物承継清算参加者に対して当該国債先物承継

の申込みをし、その承諾（当該クロスマージン

利用者が国債証券先物取引を国債先物等非清算

参加者に委託している場合には、当該国債先物

等非清算参加者の合意を含む。）を得なければ

ならない。 

 

３ 国債先物承継清算参加者は、前項の国債先物

承継の承諾をし、かつ当該国債先物承継に係る

クロスマージン利用者から国債先物承継申込書

の交付を受けた場合には、第１項の期間内に、
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当社に対して、当該国債先物承継申込書（国債

先物承継清算参加者が当該国債先物承継の申込

みを受けた旨及び当該承諾をした旨（当該クロ

スマージン利用者が国債証券先物取引を国債先

物等非清算参加者に委託している場合には、当

該国債先物等非清算参加者が合意した旨を含

む。）、当該クロスマージン利用者が当社に国

債先物承継の申込みをする旨並びに国債先物承

継清算参加者が当社に国債先物承継の申込みを

する旨が記載されていることを要する。）を提

出しなければならない。 

４ 当社は、前項の規定により国債先物承継の申

込みを受領した場合であって、次の各号に掲げ

るときは、当該各号に定める内容を条件として、

当該国債先物承継の申込みを承諾することとす

る。 

（１） クロスマージン承諾者の破綻等により

第８４条の５第１項に規定する債権債務が成

立したとき 

前条に規定する清算約定（委託分）等の承

継が可能であること 

（２） クロスマージン承諾者の破綻等以外の

理由により第８４条の５第１項に規定する債

権債務が成立したとき 

当社が当該国債先物承継の申込みの行われ

た日の午後４時において当該国債先物承継が

行われたと仮定して第６４条及び第６５条の

規定に基づき算出した当初証拠金の額を、当

該日の午後４時までに当該クロスマージン承

諾者が当社に対して預託したこと 

 

５ 当社が前項の規定による承諾を行った場合、

次に定めるところにより対象国債先物清算約定

の決済及び国債先物承継が行われるものとす

る。 

（１） 国債先物承継日に、次のａからｃまで

に掲げる場合には、当該ａからｃまでに定め
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る者の間において第１項各号の権利義務が発

生する。 

ａ クロスマージン利用者が第２条第１項第

１３号の８ｂに掲げる者である場合 

当社、国債先物承継清算参加者及び当該国

債先物承継清算参加者に国債証券先物取引

を委託する当該承諾に係る顧客 

ｂ クロスマージン利用者が第２条第１項第

１３号の８ｃに掲げる者である場合 

当社、国債先物承継清算参加者及び当該国

債先物承継清算参加者に国債証券先物取引

に係る有価証券等清算取次ぎを委託する当

該承諾に係る国債先物等非清算参加者 

ｃ クロスマージン利用者が第２条第１項第

１３号の８ｄに掲げる者である場合 

当社、国債先物承継清算参加者、当該国債

先物承継清算参加者に国債証券先物取引に

係る有価証券等清算取次ぎを委託する国債

先物等非清算参加者及び当該国債先物等非

清算参加者に国債証券先物取引を委託する

当該承諾に係る顧客 

（２） 前号の規定により発生する権利義務は、

次のａからｃまでに掲げるものとみなす。 

ａ 前号ａに定める者の間においては、当該

承諾に係る顧客の国債先物承継清算参加者

に対する国債証券先物取引の委託に基づ

き、当該国債先物承継清算参加者が国債先

物承継の時点で成立させた国債先物清算約

定及びその国債証券先物取引の委託に係る

権利義務 

ｂ 前号ｂに定める者の間においては、当該

承諾に係る国債先物等非清算参加者の国債

先物承継清算参加者に対する国債証券先物

取引に係る有価証券等清算取次ぎの委託に

基づき、当該国債先物承継清算参加者が国

債先物承継の時点で成立させた国債先物清
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算約定及びその国債証券先物取引に係る有

価証券等清算取次ぎの委託に係る権利義務 

ｃ 前号ｃに定める者の間においては、当該

承諾に係る顧客の国債先物等非清算参加者

に対する国債証券先物取引の委託及び当該

国債先物等非清算参加者の国債先物承継清

算参加者に対する国債証券先物取引に係る

有価証券等清算取次ぎの委託に基づき、当

該国債先物承継清算参加者が国債先物承継

の時点で成立させた国債先物清算約定、そ

の国債証券先物取引に係る有価証券等清算

取次ぎの委託に係る権利義務及び当該承諾

に係る顧客の当該国債先物等非清算参加者

に対する国債証券先物取引の委託に係る権

利義務 

（３） 当該国債先物承継は、第８４条の５第

１項の規定により債権債務が成立した日の前

営業日における清算値段（証券取引等業務方

法書に定める清算値段をいう。）を約定値段

として行われるものとする。 

（４） 当社及びクロスマージン承諾者は、第

１号の規定による権利義務の発生に伴い、当

社が規則で定めるところにより、クロスマー

ジン更新差金相当額（クロスマージン更新差

金に相当する額をいう。以下同じ。）の授受

を行う。 

（５） 当社及びクロスマージン承諾者の間の

第８４条の５第１項に規定する債権債務並び

にクロスマージン承諾者及び清算委託者の間

の同条第２項に規定する法律関係は、将来に

向かって消滅する。 

６ 前項の規定により成立した当社及び国債先物

承継清算参加者の間の権利義務については、こ

れを国債先物清算約定とみなして、証券取引等

業務方法書等（証券取引等業務方法書及び証券

取引等業務方法書に基づき定める規則をいう。）
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の規定を適用する。 

７ 前各項に規定するほか、国債先物承継に関し

必要な事項は、当社が規則で定める。 

 

  

（破綻処理入札の実施） （破綻処理入札の実施） 

第９５条 当社は、清算参加者の破綻等を認定し

た場合には、破綻処理清算約定の終了に伴う当

社のポジションを再構築するため、破綻処理清

算約定（第９４条及び第９４条の２の規定によ

り承継清算参加者に承継された清算約定（委託

分）を除く。）の終了、損失回避取引及びクロ

スマージン処分取引により当社に生じ得る損失

（業務方法書第８４条の５第１項の規定により

債権債務が成立している場合は、当該債権債務

から当社に生じ得る損失を含む。）の解消を目

的とする金利スワップ取引を行うための入札

（以下「破綻処理入札」という。）を実施する

ことができる。 

第９５条 当社は、清算参加者の破綻等を認定し

た場合には、破綻処理清算約定の終了に伴う当

社のポジションを再構築するため、破綻処理清

算約定（前条の規定により承継清算参加者に承

継された清算約定（委託分）を除く。）の終了、

損失回避取引及びクロスマージン処分取引によ

り当社に生じ得る損失（業務方法書第８４条の

５第１項の規定により債権債務が成立している

場合は、当該債権債務から当社に生じ得る損失

を含む。）の解消を目的とする金利スワップ取

引を行うための入札（以下「破綻処理入札」と

いう。）を実施することができる。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、平成２９年１月３０日から

施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要な

当社が設置するシステムの稼働に支障が生じた

場合その他やむを得ない事由により、改正後の

規定を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成２９年１月３０日以後の当社

が定める日から施行する。 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則に

別段の定めがある場合を除き、業務方法書において

使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則に

別段の定めがある場合を除き、業務方法書において

使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１）～（４） （略） 

（４）の２ 「パッケージ取引」とは、清算参

加者が、当社に対して、任意に組み合わせた

複数の適格金利スワップ取引について一括で

債務負担の申込みを行う場合における当該取

引の集合をいう。 

（５）～（９） （略） 

（１）～（４） (略)  

（新設） 

 

 

 

 

（５）～（９） （略） 

  

（バックアップ受託者の指定等） （バックアップ受託者の指定等） 

第２６条の２ （略） 第２６条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 業務方法書第４５条の２第５項に規定する当

社の定める体制整備の内容は、次の各号に定め

るすべての内容とする。 

（１） 前項第１号ａに定める条件についてあ

らかじめ合意すること 

（２） （略） 

（３） 清算約定（委託分）及び清算委託取引

を承継させた後に日々行うこととなる金銭等

の授受に係るオペレーションを確立すること

（清算約定（委託分）及び清算委託取引に係

る情報の授受方法、金銭等の授受に利用する

口座情報の確認を含む。） 

（４） （略） 

３ 業務方法書第４５条の２第５項に規定する当

社の定める体制整備の内容は、次の各号に定め

るすべての内容とする。 

（１） 前項１号ａに定める条件についてあら

かじめ合意すること 

（２） （略） 

（３） 清算約定（委託分）及び清算委託取引

を承継させた後に日々行うこととなる証拠金

等の授受に係るオペレーションを確立するこ

と（清算約定（委託分）及び清算委託取引に

係る情報の授受方法、証拠金等の授受に利用

する口座情報の確認を含む。） 

（４） （略） 

  

（国債先物バックアップ受託者の指定等）  
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第２６条の３ 業務方法書第４５条の３第４項に

規定する当社に対する報告は、次に定めるとお

りとする。 

（１） 次のａ又はｂに掲げる事項について国

債先物バックアップ受託者の指定の当事者と

なるクロスマージン利用者（当該クロスマー

ジン利用者が国債証券先物取引を国債先物等

非清算参加者に委託している場合には、当該

国債先物等非清算参加者を含む。以下本条に

おいて同じ。）及び国債先物等清算参加者が

合意をしている場合は、当該ａ又はｂに定め

る内容について速やかに、クロスマージン承

諾者を通じて当社に対して報告することとす

る。 

ａ 国債先物バックアップ受託者の指定の当

事者となるクロスマージン利用者及び国債

先物等清算参加者の間において、国債先物

清算約定等に係る権利義務（国債先物清算

約定、国債証券先物取引に係る有価証券等

清算取次ぎの委託及び国債証券先物取引の

委託に係る権利義務をいう。以下同じ。）

の全部又は一部につき当該国債先物等清算

参加者に国債先物承継を行うための条件 

当該国債先物承継を行うための条件 

ｂ 当該国債先物清算約定等に係る権利義務

の全部又は一部につき当該国債先物等清算

参加者に円滑に国債先物承継を行うための

体制整備を行うこと 

当該体制整備の内容 

（２） 前号ａ又はｂに掲げる事項について合

意していた国債先物バックアップ受託者又は

国債先物等非清算参加者が、当該合意の内容

を変更又は当該合意を解消した場合は、その

旨（前号ｂに掲げる事項を変更した場合は、

変更後の内容を含む。）を速やかにクロスマ

（新設） 
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ージン承諾者を通じて当社に対して報告する

こととする。 

２ 業務方法書第４５条の３第５項に規定する当

社の定める体制整備の内容は、次の各号に定め

るすべての内容とする。 

（１） 前項第１号ａに定める条件についてあ

らかじめ合意すること 

（２） 前号に規定する合意に従って国債先物

バックアップ受託者に国債先物清算約定等に

係る権利義務につき国債先物承継を行うこと

が可能かについて、クロスマージン利用者及

び国債先物バックアップ受託者の双方が定期

的に確認を行うこと 

（３） 国債先物清算約定等に係る権利義務に

つき国債先物承継を行った後に日々行うこと

となる金銭等の授受に係るオペレーションを

確立すること（国債先物清算約定等に係る権

利義務に係る情報の授受方法、金銭等の授受

に利用する口座情報の確認を含む。） 

（４） 第１号に規定する合意に基づき、国債

先物清算約定等に係る権利義務の国債先物承

継を実際に行ったと仮定した場合における定

期的な訓練を実施すること 

 

  

（債務負担に係る条件等） （債務負担に係る条件等） 

第２８条 業務方法書第４９条第１項に規定する

当社が定める条件は、同項の適格金利スワップ

取引が次に掲げる要件のすべて（有価証券等清

算取次ぎの委託に基づいて成立する清算参加者

間の適格金利スワップ取引にあっては、第１号

に掲げる要件に限る。また、第３号及び第４号

に掲げる要件にあっては、当該適格金利スワッ

プ取引がパッケージ取引に属する場合に限る。）

を満たすこととする。 

（１）～（２） （略） 

第２８条 業務方法書第４９条第１項に規定する

当社が定める条件は、同項の適格金利スワップ

取引が次に掲げる要件のすべて（有価証券等清

算取次ぎの委託に基づいて成立する清算参加者

間の適格金利スワップ取引にあっては、第１号

に掲げる要件に限る。）を満たすこととする。 

 

 

 

（１）～（２） （略）  
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（３） パッケージ取引を構成する適格金利ス

ワップ取引について、当事者が各取引間で同

一であることその他当社が通知又は公示によ

り定める要件を満たすこと。 

（４） 構成するパッケージ取引を特定するた

めの情報が付されていること。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

２ 当社は、業務方法書第４９条第１項の規定に

よる債務負担要件の確認を、次の各号に掲げる

債務負担の申込みの区分に応じて、当該各号に

定めるところにより行うものとする。 

（１） （略） 

（２） バックロード取引以外の取引に係る債

務負担の申込み 

債務負担の申込み（当該取引がパッケージ取

引を構成する場合には、当該パッケージ取引

を構成するすべての適格金利スワップ取引に

係る申込み）を受領した後速やかに行う。 

２ 当社は、業務方法書第４９条第１項の規定に

よる債務負担要件の確認を、次の各号に掲げる

債務負担の申込みの区分に応じて、当該各号に

定めるところにより行うものとする。 

（１） （略） 

（２） バックロード取引以外の取引に係る債

務負担の申込み 

債務負担の申込みを受領した後速やかに行

う。 

３～７ （略） ３～７ （略） 

  

（清算約定の取引毎コンプレッションの申込みの

方法等） 

（清算約定の取引毎コンプレッションの申込みの

方法等） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 業務方法書第５３条第２項に規定する当社が

定める条件は、次の各号に掲げる清算約定の区

分に応じて、当該各号に定めるものとする。 

（１） 取引毎コンプレッションの申込みに係

る清算約定 

ａ （略） 

ｂ 削除 

 

 

ｃ （略） 

（２） （略） 

２ 業務方法書第５３条第２項に規定する当社が

定める条件は、次の各号に掲げる清算約定の区

分に応じて、当該各号に定めるものとする。 

（１） 取引毎コンプレッションの申込みに係

る清算約定 

ａ （略） 

ｂ アップフロントフィーの決済日が取引毎

コンプレッション要件の確認を行う日以前

であること。 

ｃ （略） 

（２） （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 業務方法書第５３条第３項に規定する当社が ５ 業務方法書第５３条第３項に規定する当社が
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定めるものは、同条第２項に規定する取引毎コ

ンプレッション要件の充足を確認することがで

きたときに既に発生している債権債務のうち次

の各号に掲げるもの（第２号に掲げる債権債務

にあっては、当該取引毎コンプレッションの申

込みの対象が外貨建清算約定である場合に限

る。）をいう。 

（１） 支払いが完了していないアップフロン

トフィーに関する債権債務 

（２） 預託又は支払いが完了していない変動

証拠金等に関する債権債務 

定めるものは、同条第２項に規定する取引毎コ

ンプレッション要件の充足を確認することがで

きたときに既に発生している当該取引毎コンプ

レッションの申込みの対象である外貨建清算約

定に係る預託又は支払いが完了していない変動

証拠金等に関する債権債務とする。 

 

 （新設） 

 

 （新設） 

６ （略） ６ （略） 

  

（清算約定のクーポン・ブレンディングの申込み

の方法等） 

（清算約定のクーポン・ブレンディングの申込み

の方法等） 

第３０条の２ （略） 第３０条の２ （略） 

２ 業務方法書第５３条の２第２項に規定する当

社の定める条件は、次の各号に掲げる清算約定

の区分に応じて、当該各号に定めるものとする。 

（１） クーポン・ブレンディングの申込みに

係る清算約定 

ａ （略） 

ｂ 削除 

 

 

ｃ～ｅ （略） 

（２） （略） 

２ 業務方法書第５３条の２第２項に規定する当

社の定める条件は、次の各号に掲げる清算約定

の区分に応じて、当該各号に定めるものとする。 

（１） クーポン・ブレンディングの申込みに

係る清算約定 

ａ （略） 

ｂ アップフロントフィーの決済日がクーポ

ン・ブレンディング要件の確認を行う日以

前であること。 

ｃ～ｅ （略） 

（２） （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 業務方法書第５３条の２第３項に規定する当

社が定めるものは、同条第２項に規定するクー

ポン・ブレンディング要件の充足を確認するこ

とができたときに既に発生している債権債務の

うち次の各号に掲げるもの（第２号に掲げる債

権債務にあっては、当該クーポン・ブレンディ

ングの申込みの対象が外貨建清算約定である場

５ 業務方法書第５３条の２第３項に規定する当社

が定めるものは、同条第２項に規定するクーポン・

ブレンディング要件の充足を確認することができ

たときに既に発生している当該クーポン・ブレンデ

ィングの申込みの対象である外貨建清算約定に係

る預託又は支払いが完了していない変動証拠金等

に関する債権債務とする。 



２ 
 

 
 

 6 

合に限る。）をいう。 

（１） 支払いが完了していないアップフロン

トフィーに関する債権債務 

（２） 預託又は支払いが完了していない変動

証拠金等に関する債権債務 

 
 （新設） 

 
 （新設） 

６ （略） ６ （略） 

  

（クロスマージン制度利用の届出） （クロスマージン制度利用の届出） 

第４２条の２ （略） 第４２条の２ （略） 

２ 清算参加者は、当該清算参加者がクロスマー

ジン申請者となる国債先物等清算参加者と異な

る企業集団に属する場合であって、清算委託者

が当該国債先物等清算参加者でない場合には、

当該清算委託者について、前項第３号に掲げる

クロスマージン利用者となる者として届け出る

ことができない。 

２ 清算参加者は、金利スワップ取引清算業務に

関する清算参加者の破綻処理に関する規則第８

条第３項の規定に従い当社に届け出られている

清算委託者について、前項第３号に掲げるクロ

スマージン利用者となる者として届け出ること

ができない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

（日本円による資金決済の方法） （日本円による資金決済の方法） 

第４３条 業務方法書第８５条第１項に規定する

当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭の

授受とする。 

（１）～（６） （略） 

（７） 金利スワップ取引清算業務に関する清

算参加者の破綻処理に関する規則第８条第５

項第１号に規定する承継時支払金額、同項第

２号に規定する未払債務（日本円により授受

するものに限る。）及び業務方法書第９４条の

３第５項第４号に規定するクロスマージン更新

差金相当額 

（８）～（１１） （略） 

第４３条 業務方法書第８５条第１項に規定する

当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭の

授受とする。 

（１）～（６） （略） 

（７） 金利スワップ取引清算業務に関する清

算参加者の破綻処理に関する規則第８条第４

項第１号に規定する承継時支払金額及び同項

第２号に規定する未払債務（日本円により授

受するものに限る。） 

 

 

（８）～（１１） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

  

付  則  
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 この改正規定は、平成２９年１月３０日から施

行する。 

  

  

別表２  当初証拠金所要額の算出方法 別表２  当初証拠金所要額の算出方法 

  

１ 当初証拠金所要額 １ 当初証拠金所要額 

（１）・（１）の２ （略） （１）・（１）の２ （略） 

（２）清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条第１項及び第９４条の２第１項に定める清

算委託者以外の清算委託者に係るものに限

る。）に係る当初証拠金所要額 

前２号の規定は、清算約定（委託分）に係

る当初証拠金所要額の算出について準用す

る。この場合において、同号中「清算約定（自

己分）」とあるのは「清算約定（委託分）」

と、「自己取引口座」とあるのは「各委託取

引口座」と読み替えるものとする。 

（２）清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条第１項に定める清算委託者以外の清算委託

者に係るものに限る。）に係る当初証拠金所

要額 

前２号の規定は、清算約定（委託分）に係

る当初証拠金所要額の算出について準用す

る。この場合において、同号中「清算約定（自

己分）」とあるのは「清算約定（委託分）」

と、「自己取引口座」とあるのは「各委託取

引口座」と読み替えるものとする。 

（３）清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条第１項及び第９４条の２第１項に定める清

算委託者に係るものに限る。）に係る当初証

拠金所要額（ノンヘッジ口座に係るものを除

く。） 

第１号及び第１号の２の規定は、本号に規

定する当初証拠金所要額の算出について準用

する。この場合において、同号中「清算約定

（自己分）」とあるのは「清算約定（委託分）」

と、「自己取引口座」とあるのは「各委託取

引口座」と、「５日間の変動幅」とあるのは

「７日間の変動幅」と読み替えるものとする

（以下、本号における想定変動イールド・カ

ーブを「特別想定変動イールド・カーブ」と、

本号におけるストレスイベントシナリオ想定

変動イールド・カーブを「ストレスイベント

シナリオ特別想定変動イールド・カーブ」と、

（３）清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条第１項に定める清算委託者に係るものに限

る。）に係る当初証拠金所要額（ノンヘッジ

口座に係るものを除く。） 

第１号及び第１号の２の規定は、本号に規

定する当初証拠金所要額の算出について準用

する。この場合において、同号中「清算約定

（自己分）」とあるのは「清算約定（委託分）」

と、「自己取引口座」とあるのは「各委託取

引口座」と、「５日間の変動幅」とあるのは

「７日間の変動幅」と読み替えるものとする

（以下、本号における想定変動イールド・カ

ーブを「特別想定変動イールド・カーブ」と、

本号におけるストレスイベントシナリオ想定

変動イールド・カーブを「ストレスイベント

シナリオ特別想定変動イールド・カーブ」と、

「想定変動値段」を「特別想定変動値段」と、
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「想定変動値段」を「特別想定変動値段」と、

「ストレスイベントシナリオ想定変動値段」

を「ストレスイベントシナリオ特別想定変動

値段」という。）。 

「ストレスイベントシナリオ想定変動値段」

を「ストレスイベントシナリオ特別想定変動

値段」という。）。 

（４） （略） （４） （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 債務負担時所要証拠金 

（１） 清算約定（自己分）に係る債務負担時

所要証拠金 

ａ 清算約定（自己分）に係る債務負担時所

要証拠金は、当社が業務方法書第４８条第

１項に規定する債務負担の申込みに係る通

知を受領した時点（以下本項において「申

込受領時点」という。）における自己取引

口座の清算約定に、当該申込みに係る適格

金利スワップ取引（パッケージ取引に係る

債務負担の申込みの場合にあっては、パッ

ケージ取引を構成するすべての適格金利ス

ワップ取引）を加えた清算約定及び算出日

の前当社営業日の午後６時３０分までに当

該自己取引口座に係る清算参加者が当該自

己取引口座に関してクロスマージンの承諾

を行った国債証券先物取引の建玉について

算出した当初証拠金相当額に変動証拠金相

当額・損益差金を加減した額に、未決済金

額（業務方法書第８５条の２第１項第１号

の規定により差引計算した結果負数である

場合の当該負数の額の絶対値をいう。以下

同じ。）及び申込受領時点において預託又

は支払いが完了していない外貨建清算約定

に係る変動証拠金等の額（決済未了金額を

除く。）を当社が公示により定める為替相

場を用いて日本円に換算した額を加算した

額とする。ただし、当社が市場環境の急激

な変化が生じた場合その他当社の金利スワ

３ 債務負担時所要証拠金 

（１） 清算約定（自己分）に係る債務負担時

所要証拠金 

ａ 清算約定（自己分）に係る債務負担時所

要証拠金は、当社が業務方法書第４８条第

１項に規定する債務負担の申込みに係る通

知を受領した時点（以下本項において「申

込受領時点」という。）における自己取引

口座の清算約定に、当該申込みに係る適格

金利スワップ取引を加えた清算約定及び算

出日の前当社営業日の午後６時３０分まで

に当該自己取引口座に係る清算参加者が当

該自己取引口座に関してクロスマージンの

承諾を行った国債証券先物取引の建玉につ

いて算出した当初証拠金相当額に変動証拠

金相当額・損益差金を加減した額に、未決

済金額（業務方法書第８５条の２第１項第

１号の規定により差引計算した結果負数で

ある場合の当該負数の額の絶対値をいう。

以下同じ。）及び申込受領時点において預

託又は支払いが完了していない外貨建清算

約定に係る変動証拠金等の額（決済未了金

額を除く。）を当社が公示により定める為

替相場を用いて日本円に換算した額を加算

した額とする。ただし、当社が市場環境の

急激な変化が生じた場合その他当社の金利

スワップ取引清算業務の適切な遂行を確保

する観点から必要と認める場合には、当該

額を臨時に変更することができる。 
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ップ取引清算業務の適切な遂行を確保する

観点から必要と認める場合には、当該額を

臨時に変更することができる。 

ｂ～ｅ （略） ｂ～ｅ （略） 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

  

様式第３号 清算受託契約の様式 様式第３号 清算受託契約の様式 

  

金利スワップ清算受託契約書 金利スワップ清算受託契約書 

  

（クロスマージン制度を利用する場合の適用規定

の変更） 

 

第５５条 乙がクロスマージン制度を利用する場

合、第２３条の３、第２８条の９、第３４条、

第３５条及び第３７条の２の規定の適用につい

ては、以下のとおりとする。 

（新設） 

（１） 第２３条の３第１項中「差金発生日から

起算して翌々ＪＳＣＣ営業日」とあるのは「当

該クロスマージン更新差金の発生日から起算し

て翌々ＪＳＣＣ営業日」とする。 

（２） 第２８条の９第１項中「甲とクリアリ

ング機構との間のクロスマージン対象国債先

物清算約定に係る債権債務と同一内容の債権

債務が成立した場合で」とあるのは「クロス

マージン申請者とクリアリング機構との間の

クロスマージン対象国債先物清算約定に係る

債権債務と同一内容の債権債務が甲とクリア

リング機構との間で成立した場合で」とする。 

（３） 第３４条第５項の規定は、適用しない。 

（４） 第３５条第１項から第３項まで及び第

５項中「前条の規定による未決済約定の承継

が行われなかったときは」とあるのは「第３

４条の規定による未決済約定の承継又は第３

４条の２の規定によるクロスマージン未決済

約定の承継が行われなかったときは」とする。 
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（５） 第３５条第１項第１号中「次のａから

ｆに掲げる額の合計額」とあるのは「次のａ

からｇに掲げる額の合計額」と、「ｂからｆ

までに掲げる金額の合計額」とあるのは「ｂ

からｇまでに掲げる金額の合計額」とする。 

（６） 第３５条第１項第１号ａ中「第３４条

に規定する未決済約定の承継を行うことがで

きる期間」とあるのは「第３４条に規定する

未決済約定の承継又は第３４条の２に規定す

るクロスマージン未決済約定の承継を行うこ

とができる期間」とする。 

（７） 第３５条第１項第１号ｂ中「業務方法

書第９４条に規定する清算約定の承継」とあ

るのは「業務方法書第９４条又は第９４条の２

に規定する清算約定の承継」とする。 

（８） 第３５条第１項第１号ｆの次に以下の

一項目を加えて適用する。 

ｇ 乙がクロスマージン利用者である場合に

おいて、乙のクロスマージン対象国債先物

清算約定を対象としてクロスマージン処

分取引が行われた場合は、当該クロスマー

ジン処分取引により成立した清算約定に

係る変動証拠金等の額。 

（９） 第３５条第５項中「甲乙間に存在する

すべての本契約に基づく金銭債務（第１項の

期限前終了手数料に相当する額（以下「期限

前終了手数料相当額」という。）の支払債務」

とあるのは「甲乙間に存在するすべての本契

約に基づく金銭債務（第１項の期限前終了手

数料に相当する額（以下「期限前終了手数料

相当額」という。）の支払債務（本清算取次

口座にクロスマージン対象国債先物清算約定

が記録されている場合にあっては、当該委託

清算約定について生じる第１項の期限前終了

手数料の支払債務に、第２８条の９第１項の
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規定により成立する本清算委託取引と同一の

経済効果を有する法律関係に関する甲乙間に

存在する支払債務を含むものとする。）」と

する。 

（１０） 第３７条の２第１項中「甲は、乙の

取次ぎの委託に基づき、乙の計算により、ク

リアリング機構との間で業務方法書第９３条

の２第２項に基づきクロスマージン処分取引

を行うことができる。ただし、乙が甲と同一

の企業集団に含まれない者である場合は、こ

の限りでない。」とあるのは「甲は、乙の取

次ぎの委託に基づき、乙の計算により、クリ

アリング機構との間で業務方法書第９３条の

２第２項に基づきクロスマージン処分取引を

行うことができる。」とする。 

２ 前項の場合には、第３４条の次に以下の二条

を加えて適用する。 

 

（クロスマージン未決済約定の承継）  

第３４条の２ 前条の規定にかかわらず、乙は、

甲の破綻等により第２８条の９第１項に規定

する本清算委託取引と同一の経済効果を有す

る法律関係が成立した場合には、業務方法書

等の定める期間内に限り、業務方法書等の定

めに従い、承継清算参加者を経由してクリア

リング機構にクリアリング機構所定の承継申

込書を交付し、当該承継の申込みをクリアリ

ング機構が承諾した場合には、次に掲げる権

利義務（以下総称して「クロスマージン未決

済約定」という。）を一括して承継清算参加

者に承継させることができる。 

（１） 甲及びクリアリング機構の間の委託

清算約定に係る権利義務（第２８条の９第

１項の規定により本清算委託取引と同一の

経済効果を有する法律関係が成立する直前

のもの）と業務方法書等の定める条件が同
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一となる権利義務 

（２） 甲及び乙の間の本清算委託取引に係

る権利義務（第２８条の９第１項の規定に

より本清算委託取引と同一の経済効果を有

する法律関係が成立する直前のもの）と業

務方法書等の定める条件が同一となる権利

義務 

２ 甲及び乙は、前項の規定により承継清算参

加者がクロスマージン未決済約定を承継した

場合には、当該承継の時点で、第１７条の規

定により乙が返還請求権を有する当初証拠金

が承継清算参加者を代理人としてクリアリン

グ機構に預託された当初証拠金とみなされる

ことについて、本契約をもってあらかじめ同

意する。 

 

３ 乙は、第１項の規定によりクリアリング機

構に対してクロスマージン未決済約定の承継

の申込みをする場合には、あらかじめ、承継

清算参加者に対して当該承継の申込みをし、

その承諾を得なければならない。 

 

４ 承継清算参加者がクロスマージン未決済約

定を承継した場合、甲乙の間の本清算委託取

引並びに当該本清算委託取引について授受さ

れた変動証拠金に係る権利義務（甲の破綻等

が認定された時点で弁済期が到来している甲

の債務及び業務方法書第８５条の５第１項に

規定する決済未了金額に係る甲の債務を除

く。）及び委託当初証拠金に係る権利義務（第

２項の規定により承継清算参加者を代理人と

してクリアリング機構に預託されたものとみ

なされる部分に限る。）は、業務方法書等の

定めるところにより、将来に向かって消滅す

る。 

 

５ 前各項までに規定する乙によるクロスマー

ジン未決済約定の承継は、乙が国債先物承継

 



２ 
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清算参加者との間で国債先物承継を行うこと

について合意し、国債先物承継清算参加者を

経由してクリアリング機構所定の国債先物承

継申込書をクリアリング機構に届け出ている

ことを条件に行うことができる。 

  

（国債先物清算約定等に係る権利義務の国債先

物承継） 

 

第３４条の３ 乙は、第２８条の９第１項に規

定する本清算委託取引と同一の経済効果を有

する法律関係が成立した場合には、業務方法

書等の定める期間内に限り、業務方法書等の

定めに従い、国債先物承継清算参加者を経由

してクリアリング機構にクリアリング機構所

定の国債先物承継申込書を交付し、当該国債

先物承継の申込みをクリアリング機構が承諾

した場合には、次に掲げる権利義務（以下総

称して「国債先物清算約定等に係る権利義務」

という。）につき一括して国債先物承継清算

参加者に国債先物承継を行うことができる。 

（１） 甲及びクリアリング機構の間の第２

８条の９第１項に規定するクロスマージン

対象国債先物清算約定に係る債権債務と同

一内容の債権債務（同項の規定により本清

算委託取引と同一の経済効果を有する法律

関係が成立した時点のもの）と業務方法書

等の定める条件が同一となる権利義務 

（２） 甲及び乙の間の第２８条の９第１項

に規定する本清算委託取引と同一の経済効

果を有する法律関係（同項の規定により本

清算委託取引と同一の経済効果を有する法

律関係が成立した時点のもの）と業務方法

書等の定める条件が同一となる権利義務 

 

２ 乙は、前項の規定によりクリアリング機構

に対して国債先物清算約定等に係る権利義務
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の国債先物承継の申込みをする場合には、あ

らかじめ、国債先物承継清算参加者に対して

当該国債先物承継の申込みをし、その承諾（乙

が国債証券先物取引を国債先物等非清算参加

者に委託している場合は当該国債先物等非清

算参加者の合意を含む。）を得なければなら

ない。 

３ 国債先物承継清算参加者に国債先物清算約

定等に係る権利義務につき国債先物承継を行

った場合、第２８条の９第１項に規定するク

ロスマージン対象国債先物清算約定に係る債

権債務と同一内容の債権債務及び本清算委託

取引と同一の経済効果を有する法律関係は、

業務方法書等の定めるところにより、将来に

向かって消滅する。 

 

  

（注６） 甲及び乙は、乙がクロスマージン制度

を利用しない場合には、本契約から第５５条を

削除することができる。 

（新設） 
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金利スワップ清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表 金利スワップ清算基金所要額の算出に関す

る表 

別表 金利スワップ清算基金所要額の算出に関す

る表 

１ （略） １ （略） 

２ 前項に規定するストレス時想定損失負担額

は、対応する金利スワップ清算基金算出日にお

ける担保超過リスク額が上位である清算参加者

２社（当該清算参加者を含む企業集団に含まれ

る他の清算参加者を含む。）の担保超過リスク

額の合計額を、当該金利スワップ清算基金算出

日における前項の各清算参加者の自己取引口座

及び委託取引口座に係る当初証拠金所要額に応

じて按分した額とする。なお、本項において「担

保超過リスク額」とは、当該各清算参加者の金

利スワップ清算基金算出日における午後７時時

点における自己取引口座及び各委託取引口座に

係る清算約定に係るストレス時リスク相当額

（金利スワップ取引に係る清算イールド・カー

ブ並びにクロスマージン対象国債先物清算約定

に係るイールド・カーブの極端な変動により、

当該清算約定から当該各清算参加者に生じ得る

損失に相当する額をいい、当社が通知により定

める方法により算出するものをいう。）から当

該各清算参加者の当該当社営業日の当該自己取

引口座及び委託取引口座に係る当初証拠金所要

額を差し引いた額（当該委託取引口座に係る当

該額が負数となる場合は、０とする。）を、当

該各清算参加者について合算した額（当該合算

した額が負数となる場合は、０とする。）をい

う。 

２ 前項に規定するストレス時想定損失負担額

は、対応する金利スワップ清算基金算出日にお

ける担保超過リスク額が上位である清算参加者

２社（当該清算参加者を含む企業集団に含まれ

る他の清算参加者を含む。）の担保超過リスク

額の合計額を、当該金利スワップ清算基金算出

日における前項の各清算参加者の自己取引口座

及び委託取引口座に係る当初証拠金所要額に応

じて按分した額とする。なお、本項において「担

保超過リスク額」とは、当該各清算参加者の金

利スワップ清算基金算出日における午後７時時

点における自己取引口座及び各委託取引口座に

係る清算約定に係るストレス時リスク相当額

（金利スワップ取引に係る清算イールド・カー

ブ並びにクロスマージン対象国債先物清算約定

に係るイールド・カーブの極端な変動により、

当該清算約定から当該各清算参加者に生じ得る

損失に相当する額をいい、当社が通知により定

める方法により算出するものをいう。）から当

該各清算参加者の当該当社営業日の当該自己取

引口座及び委託取引口座に係る当初証拠金所要

額を差し引いた額（当該額が負数となる場合は、

０とする。）を、当該各清算参加者について合

算した額をいう。 

  

  

付  則  
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 この改正規定は、平成２９年１月３０日から施

行する。 
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金利スワップ取引清算業務に関する清算参加者の破綻処理に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算約定（委託分）の承継） （清算約定（委託分）の承継） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 業務方法書第９４条第１項に規定する当社が

定める清算委託者は、受託清算参加者と同一の

企業集団に含まれない清算委託者及び受託清算

参加者と同一の企業集団に含まれる清算委託者

のうち、受託清算参加者について破綻等が認定

された場合に自身の清算約定（委託分）及び清

算委託取引に係る権利義務の承継を希望する旨

を当社に届け出た者をいう。 

３ 業務方法書第９４条第１項に規定する当社が

定める清算委託者は、受託清算参加者と同一の

企業集団に含まれない清算委託者及び受託清算

参加者と同一の企業集団に含まれる清算委託者

（自身をクロスマージン利用者とする業務方法

書第８４条の２に規定する届出が行われている

清算委託者を除く。）のうち、受託清算参加者

について破綻等が認定された場合に自身の清算

約定（委託分）及び清算委託取引に係る権利義

務の承継を希望する旨を当社に届け出た者をい

う。 

４～８ （略） ４～８ （略） 

  

（クロスマージン承諾者破綻時における清算約定

（委託分）等の承継） 

 

第８条の２ 業務方法書第９４条の２第１項に規

定する当社が規則で定める期間（次条において

「クロスマージン承継申請期間」という。）は、

業務方法書第８４条の５第１項の規定により債

権債務が成立した日から当該日の翌々当社営業

日の午後１時までとする。 

（新設） 

２ 前項の規定にかかわらず、当社は、前項に規

定する期間について、承継を希望している清算

委託者及び受託清算参加者が金利スワップ取引

清算業務に関する業務方法書の取扱い第２６条

の２第３項各号に定める内容の体制整備を行

い、かつ、国債先物承継を希望しているクロス

マージン利用者（当該クロスマージン利用者が

国債証券先物取引を国債先物等非清算参加者に
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委託している場合は当該国債先物等非清算参加

者を含む。）及び国債先物等清算参加者が金利

スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取

扱い第２６条の３第２項各号に定める内容の体

制整備を行っている場合には、金利スワップ破

綻管理委員会の助言に基づき、金利スワップ取

引及び国債証券先物取引の状況、当社に生じ得

る損失の可能性その他の事情を勘案したうえ

で、最大で業務方法書第８４条の５第１項の規

定により債権債務が成立した日の６当社営業日

後まで延長することができるものとする。この

場合において、当社は毎当社営業日、当該延長

の可否について判断する。 

３ 前条第３項から第８項の規定は、業務方法書

第９４条の２に規定する清算約定（委託分）等

の承継について準用する。この場合において、

前条第３項中「業務方法書第９４条第１項」と

あるのは「業務方法書第９４条の２第１項」と、

同条第４項中「業務方法書第９４条第１項第１

号及び第２号」とあるのは「業務方法書第９４

条の２第１項第１号及び第２号」と、同条第５

項中「業務方法書第９４条第５項」とあるのは

「業務方法書第９４条の２第２項において準用

する業務方法書第９４条第５項」と、「業務方

法書第９４条第６項第２号」とあるのは「業務

方法書第９４条の２第２項において準用する業

務方法書第９４条第６項第２号」と、同条第６

項中「業務方法書第９４条第５項」とあるのは

「業務方法書第９４条の２第２項において準用

する業務方法書第９４条第５項」と、同条第７

項中「業務方法書第９４条第６項」とあるのは

「業務方法書第９４条の２第２項において準用

する業務方法書第９４条第６項」と、「業務方

法書第９４条第５項」とあるのは「業務方法書

第９４条の２第２項において準用する業務方法
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書第９４条第５項」と、同条第８項中「業務方

法書第９４条第６項第６号」とあるのは「業務

方法書第９４条の２第２項において準用する業

務方法書第９４条第６項第６号」と読み替える

ものとする。 

  

（クロスマージン承諾者破綻時等における国債先

物清算約定等に係る権利義務の国債先物承継） 

 

第８条の３ 業務方法書第９４条の３第１項に規

定する当社が規則で定める期間は、クロスマー

ジン承継申請期間と同一の期間とする。 

（新設） 

２ 業務方法書第９４条の３第１項第１号及び第

２号に規定する当社が定める条件は、当社が通

知又は公示により定める。 

 

３ 業務方法書第９４条の３第５項第４号に規定

するクロスマージン更新差金相当額について

は、同第８４条の５第１項の規定により債権債

務が成立した日から国債先物承継が行われる日

までの間に、クロスマージン承諾者から当社に

対して同第７７条の２の規定により支払われた

クロスマージン更新差金の累計額が正数の場合

には当社から当該クロスマージン承諾者に当該

クロスマージン更新差金相当額を支払い、累計

額が負数の場合には当該クロスマージン承諾者

から当社に当該クロスマージン更新差金相当額

を支払うものとする。 

 

  

  

付  則 

この改正規定は、平成２９年１月３０日から施

行する。 
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業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（クロスマージン対象国債先物清算約定に係る債

権債務の消滅） 

（クロスマージン対象国債先物清算約定に係る債

権債務の消滅） 

第７３条の１５の４ （略） 第７３条の１５の４ （略） 

２ 前項の規定に従い債権債務が消滅した場合に

は、当社は、金利スワップ取引業務方法書の定

めるところに従い、同項のクロスマージン申請

者のクロスマージン対象国債先物清算約定につ

いて転売若しくは買戻し又は金利スワップ取引

業務方法書第２条第１項第１５号の３に規定す

る国債先物承継その他必要と認める整理を行わ

せることができる。 

２ 前項の規定に従い債権債務が消滅した場合に

は、当社は、金利スワップ取引業務方法書の定

めるところに従い、同項のクロスマージン申請

者のクロスマージン対象国債先物清算約定につ

いて転売又は買戻しその他必要と認める整理を

行わせることができる。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

（国債先物承継等に関する金利スワップ取引業務

方法書の適用） 

 

第７３条の１５の５ 前条第２項に規定する国債

先物承継については、金利スワップ取引業務方

法書第９４条の３において定めるところによる

ものとする。 

（新設） 

２ 金利スワップ取引業務方法書第２条第１項第

１５号の８に規定する国債先物バックアップ受

託者の指定については、金利スワップ取引業務

方法書第４５条の３において定めるところによ

るものとする。 

 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、平成２９年１月３０日から

施行する。 

 

２  前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要な

当社が設置するシステムの稼働に支障が生じた
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場合その他やむを得ない事由により、改正後の

規定を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成２９年１月３０日以後の当社

が定める日から施行する。 

  

 
 



２ 
 

 

 

 
業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（有価証券オプション取引における建玉の調整） （有価証券オプション取引における建玉の調整） 

第２１条の２ 業務方法書第７９条の３第１項に

規定する建玉の変更は、次の各号に定めるとこ

ろにより行うものとする。 

（１）～（４） （略）  

第２１条の２ 業務方法書第７９条の２第１項に

規定する建玉の変更は、次の各号に定めるとこ

ろにより行うものとする。 

（１）～（４） （略）  

２ 前項（第２号を除く。）の規定は、業務方法

書第７９条の３第２項において準用する同条第

１項に規定する建玉の変更について準用する。 

２ 前項（第２号を除く。）の規定は、業務方法

書第７９条の２第２項において準用する同条第

１項に規定する建玉の変更について準用する。 

  

  

付  則  

この改正規定は、平成２９年１月３０日から

施行する。 
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